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学びの主体者をどう育てるか
―教育基本法「改正」に抗して―
児美川　孝一郎　（法政大学）

０．安倍新政権誕生の意味？

· 新政権の特徴

　　　　　　小泉政権による「構造改革」の綻びの修正
　　　　　　　　　「再チャレンジ」、教育改革

　　　　　　結局、ナショナリズムの強化＋「構造改革」路線の停滞？
· なぜ、「教育改革」が優先課題か？

　　　　　　格差社会における「国民統合」の方策さがし
　　　　　　ナショナリズムの強化の手段

　　　　　　憲法「改正」への一里塚

１．子どもたちをめぐる状況

· 「学校から職業への移行」の長期化、複雑化、不安定化

　　　　　　　一定の「移行期間」（＝ポスト青年期）の出現

　　　　　　　「ストレーター」の減少

学校と就業、正規雇用と非正規雇用とニート状態を行きつ戻りつする

ここ１～２年の新規学卒者の就職率の若干の回復はあるが･･･
　　　　　　　　　　　←企業の業績回復、10年来の新規採用の“絞り込み過ぎ”の見直し、団塊世代の大量リタイアへの対処･･･

　　　　　　　内実の厳しさ
　　　　　　　　　　「厳選採用」という方針の維持

　　　　　　　　　　「雇用ポートフォリオ」（日経連　『新時代の日本的経営』　1995年）の堅持
　　　　　　　　　　　　　　　→就職活動における「二極化」

「エンプロイアビリティ」（雇用される能力）という分割線
· 長期的な傾向として見れば、フリーターやニートはいなくならない

　　　　　　　←企業社会とそこでの雇用構造が、「不安定就労」（とりわけ若者の）を前提に組み込んでいる

　　　　　　　　　　　　人件費抑制、雇用調整のやりやすさ

　　　　　→「基幹」社員化するアルバイト、「フリーター漂流」「ワーキング・プア」･･･

　　　　　　　←後押しする政府の労働力政策　（人材派遣等の規制緩和）

· 「将来展望の閉塞」が、子どもたちの日常を覆っている
　　　　　　　将来が見えない“不安”、将来が見えてしまっている“あきらめの念”
　　　　　　　　　　　　→時間展望が、未来に向かっていかない

　　　　　　　重苦しい日常への対処法
　　　　　　　　　　①「勝ち組」にしがみつくために、学力競争に乗り続ける
　　　　　　　　　　②「将来」を考えないことにして、「今」を充実させる

　　　　　　　　　　　　　　　部活、サブカルチャー、友だち、消費生活･･･

　　　　　　　　　　③ほどよく、①②の折り合いをつけて生活する

２．子どもたちの“苦境”をつくりだす現在の教育改革、そして教育基本法「改正」の策動
· 今日の教育政策（教育改革）の背景にあるもの
　　　　　　　「グローバル経済競争」に勝ちぬくことのできる国づくり

　　　　　　　　　　　①国内的には、企業の「競争力」を高めるための環境形成
　　　　　　　　　　　②対外的には、「グローバル経済秩序」を維持する覇権国家への仲間入り

· そのためには、何が必要となるか
　　　　　　　①→安価で従順な労働力の提供　（フリーター問題！）
　　　　　　　　　　国家の戦略的プロジェクトとしてのエリートの養成　（学力問題！）
　　　　　　　　　　企業が負担する社会的コストの削減　（年金、社会保障、医療、福祉、教育等の「社会構造改革」！）
　　　　　　　　　　市場（＝企業の利潤獲得の場）の拡大　（規制改革、「官から民へ」！）

　　　　　　　②→「戦争のできる国」づくり　（自衛隊の海外派兵、集団的自衛権！）
　　　　　　　　　　「国家に貢献する意志をもつ国民」づくり　（奉仕、愛国心！）
· 教育基本法「改正」がねらっているもの
　　　　　　　すでに進みつつある社会づくり・国家づくりの集大成

　　　　　　　　　　　→本格的な「階層社会」（格差社会）＋対米従属型の「覇権国家」

　　　　　　　抵抗や対抗の「拠点」を根こそぎにする

　　　　　　　　　　　教育を、国家戦略の実現のための「道具」にする

　　　　　　　　　　　→憲法「改正」の前哨戦

　　　　　　　「改正」の危険性を、愛国心の問題にだけ限定してはならない

　　　　　　　　　　　①能力主義の強化　（エリート養成）
　　　　　　　　　　　②権威主義の徹底　（従順な国民づくり）
　　　　　　　　　　　③ナショナリズムの涵養
　　　　　　　　　　　④教育に対する国家統治の確立
３．学びをめぐる状況
· ＴＩＭＳＳ と ＰＩＳＡ

　　　　　　　両者が測ろうとしている「学力」は、根本的に異なる
　　　　　　　　　　　ＴＩＭＳＳ～国際教育到達度評価学会

「数学」「理科」

操作的な能力、知識の獲得

　　　　　　　　　　ＰＩＳＡ～ＯＥＣＤ

「読解力」「数学的リテラシー」「科学的リテラシー」「問題解決力」

知識を活用する力

　　　　　　　　両者において、日本の子どもの順位が下がっていることは、何を意味するか？

	ＴＩＭＳＳ
	2003年調査
	前回調査

	数学（中２）
	５位
	５位

	数学（小４）
	３位
	３位

	理科（中２）
	▼６位
	４位

	理科（小４）
	▼３位
	３位

	ＰＩＳＡ
	2003年調査
	前回調査

	読解力
	▼１４位
	８位

	数学的リテラシー
	▼６位
	１位

	科学的リテラシー
	２位
	２位

	問題解決力
	４位
	


　　　　　　　　　　もともと日本の子どもは、数学・理科「きらい」、数学・理科が「楽しくない」
　　　　　　　　　　平均点の下降、上位層と下位層の開きの拡大

· 子どもたちのなかに、学習へのモチベーションが沸いてこない状況
　　　　　　　「受験システム」に基づく学習の動機づけの崩壊
　　　　　　　子どもたちの「根源的な問い」には応えない学校知

　　　　　　　　　　　→学ぶことの意味が問われている

· 子どもたちに“学力をつけさせない”教育政策の展開、学習コースの複線化

　　　　　　　新学力観　→教育の「複線的」構造
　　　　　　　「すべての子どもに確かな学力を」の放棄
　　　　　　　　　　　→多様化された学校制度、複線化された学習コースのうちから、子どもたちには「分に応じた」コースを選ばせる

　　　　　　　　　　　　　　　　→新学習指導要領における「ガイダンス」の重視、キャリア教育

４．学びの主体者を育てる
· 子どもたちを“賢くしない”政策、彼／彼女らを差別的に選別しつつ、企業と国家の「道具」にしようとする政策動向に抗して
　　　　　　　→私たちの課題は、子どもたちの「社会的自立」を支え
「主権者」に育て
「働く場の主人公」になるための力をつけること
· 生きること、働くこと、社会参加することの本質。人間にとっての意味･･･

現代社会における個人の生きざま、生活実態、労働現場の現実、労働法制、職業構成や産業構造、等々についてのまっとうな認識

　　　　　　　とりわけ、労働者の権利、保護法制、相談機関等･･･

　　　　　　　その背後にあるべきは、権利と連帯についての意識･･･
「シティズンシップ教育」の課題と統一して
　　　　　主権者＝「平和的な国家及び社会の形成者」（教育基本法第１条）の育成
· 子ども・若者が主体になる学び

　　　　　　　学びとは、本来、「①世界づくり、②仲間づくり、③自分づくり」の営み

　　　　　　　　　　　→学習の総合化・共同化・主体化の必要性
	学習権とは、

　　読み書きの権利であり、

　　問い続け、深く考える権利であり、

　　想像し、創造する権利であり、

　　自分自身の世界を読みとり、歴史をつづる権利であり、

　　あらゆる教育の手だてを得る権利であり、

　　個人的・集団的力量を発達させる権利である。

（ユネスコ　「学習権宣言」1985年）


日本と世界の現実を対象化する
「批判的な学び方」の学習

· とりわけ、ノンエリートの自立像を

　　　　学力競争に吊り上げられるのではなく、「ごく普通の若者がごく普通に幸せに生きていく」モデルを、いっしょに考える
困難をきり拓くための「共同の世界」を大事に
　　　　　　　　　　　人と人が切り裂かれる社会状況のなかで･･･

個人主義的な問題「解決」には限界がある
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